
高知県外来医療計画の概要（案）

２ 本県の外来医療提供体制の状況
医療機関の状況

医師の状況

○計画策定の趣旨：地域の外来医療に関する情報を新規開業者に提供することで行動変容を促し、地域地域で適切な外来医療提供体制が確保されるよう医療法に基づき
 各都道府県が医療計画の一部として「外来医療計画」を策定。あわせて、今後人口減少が見込まれる中で、より効率的な医療提供体制を構築していく必要があるため、「医療
 機器の効率的な活用」についても同計画内において整理。
○計画期間：令和２～5年度（4年間） ＊次期（R6∼)計画以降は3年ごとに見直し

１ 基本的事項

　

患者の状況
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医師の平均年齢の推移
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特に診療所の医師が高齢化病院、診療所ともに減少傾向
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診療所数の推移 安芸医療圏 中央医療圏 高幡医療圏 幡多医療圏 県外
安芸医療圏 76% 22% 0% 0% 2%
中央医療圏 0% 99% 0% 0% 0%
高幡医療圏 0% 31% 66% 1% 2%
幡多医療圏 0% 4% 1% 92% 3%
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特に安芸、高幡の住民の一定数が中央医療圏に流出

１日あたりの外来患者は減少傾向

病院 診療所 病院 診療所 病院 診療所 病院 診療所 病院 診療所
17.3千人 23.5千人 16.5千人 24.3千人 16千人 23.8千人 15.3千人 20.7千人 14.8千人 19.7千人
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３ 外来医師偏在指標、外来医師多数区域及び新規開業時に求める機能について

医療圏
外来医師
多数区域と
位置づけ

　安芸 60/335 (206/335)※ 116.2 (91.0)※

　中央 54/335 （33/335)※ 118.2 (125.4)※ ○
　高幡 45/335 (227/335)※ 120.7 (83.4)※

　幡多 222/335 (237/335)※ 90.5 (85.3)※

※流出入を反映しない場合の順位及び指標（参考値）

順位 外来医師
偏在指標

〇全国335の2次医療圏毎に、診療所の医師の多寡の状態を示す「外来医師偏在指
標」を算出し、上位33.3％以内の2次医療圏を「外来医師多数区域」と設定されることと
なった。
〇この基準に当てはめれば、安芸、中央、高幡の2つの医療圏が「外来医師多数区域」と
なるが、安芸、高幡の両医療圏は、患者が中央医療圏に流出したことにより指標が上昇
しており、これをそのまま反映した指標をもって多数区域と位置付けることは、身近な地域
で提供させるべきである外来医療との方向性と合致しない。このため中央医療圏のみを
「外来医師多数区域」と位置付ける。

〇「外来医師多数区域」となる
中央医療圏において、新規開
業を行う際には、「初期救急医
療」「在宅医療」「公衆衛生」の
医療機能を担うことを求める。
その状況は協議の場（地域医
療構想調整会議）において確
認を行う。

４ 医療機器の効率的な活用ついて

（１）対象医療機器 （２）医療機器の配置状況
　本県のＣＴ、ＭＲＩの台数については、全国平均を
上回っており、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療に
ついては、ほぼ全国平均並。 
　また、本県の各医療機関における医療機器の配置状
況を見える化し、購入の際の判断材料として提供。

ＣＴ ＭＲＩ ＰET
マンモ

グラフィー

放射線治療

（体外照射）

全国 11.1 5.5 0.46 3.4 0.91

高知県 19.9 9.5 0.37 3.0 0.96

安芸 10.5 9.7 0.00 2.0 0.00

中央 21.4 10.7 0.52 3.3 1.21

高幡 18.4 5.7 0.00 1.8 0.00

幡多 18.8 5.7 0.00 2.2 0.89

調整人口あたり台数

圏域名
（３）共同利用計画について
　今後の人口減少による医療需要の減少を踏まえると、より
効率的な医療機器の活用を進めていく必要があるため、医
療機関が対象医療機器を購入する場合（更新を含む）は
「共同利用計画」を策定し、事前に提出。内容について協議
の場（地域医療構想調整会議）において確認を行う。

　ＣＴ、MRI、PRT、
マンモグラフィ、放射線
治療（リニアアック及び
ガンマナイフ）
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      外来医療計画について（地域における外来医療の不足・偏在等への対応）

○外来医療については、無床診療所の開設状況が都市部に偏っていること、診療所における診療科の専門分化が進んでいること、救急医療提供体制の構築
等の医療機関間の連携の取組が、個々の医療機関の自主的な取組に委ねられていること、等の状況にある。
○それを踏まえ、①外来医療機能に関する情報の可視化、②その情報を新規開業希望者等へ情報提供するとともに、③外来医療機能に関する協議の場の
設置等の枠組みが必要とされ、医療計画において外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項（「外来医療計画」）が追加されることとなった。」

①外来医療機能に関する情報の可視化

○地域ごとの外来医療機能の偏在・不足等の客観的な把握を行うため、診療所の医師の
多寡を外来医師偏在指標として可視化。
※医師偏在指標と同様、医療ニーズ及び人口・人口構成とその変化、患者の流出入、へき地などの地理的条
件医師の性別・年齢分布、医師偏在の単位の５要素を考慮して算定。
○外来医師偏在指標の上位33.3%に相当する二次医療圏を、外来医師多数区域と設
定。

②新規開業希望者等に対する情報提供

外来医師偏在指標及び、外来医師多数区域である二
次医療圏の情報を、医療機関のマッピングに関する情
報等、開業に当たって参考となるデータと併せて公表し、
新規開業希望者等に情報提供。

③外来医療機能に関する協議及び協議を踏まえた取組

○地域ごとにどのような外来医療機能が不足しているか議論を行う、協議の場を設置（地域医療構想調整会議の活用が可能）
○少なくとも外来医師多数区域においては、新規開業希望者に対して、協議の内容を踏まえて、在宅医療、初期救急（夜間・休日の診療）、公衆
衛生（学校医、産業医、予防接種等）等の地域に必要とされる医療機能を担うよう求める。

外来医療計画の全体像

経緯

○外来医療計画の実効性を確保するための方策例
・新規開業希望者が開業届出様式を入手する機会を捉え、地域における地域の外来医療機能の方針について情報提供
・届出様式に、地域で定める不足医療機能を担うことへの合意欄を設け、協議の場で確認
・合意欄への記載が無いなど、新規開業者が外来医療機能の方針に従わない場合、新規開業者に対し、臨時の協議の場への出席要請を行う
・臨時の協議の場において、構成員と新規開業者で行った協議内容を公表等
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医療機器の効率的な活用に係る計画について

○「医療従事者の需給に関する検討会医師需給分科会第２次中間取りまとめ」において、医療設備・機器等の共同利用等の、医療機関間での連携の方
　 針等について協議を行い、地域ごとに方針決定すべきである、とされ、医療法上も医療施設に備えた施設・設備の効率的な活用に関する事項について、協
   議の実施及び協議結果の公表を行うこととされた。
○今後、人口減少が見込まれる中、医療機器について共同利用の推進等によって効率的に活用していくべきであり、医療機器の共同利用のあり方等に
   ついて、情報の可視化や新規購入者への情報提供を有効に活用しつつ、必要な協議を行う必要がある。

① 医療機器の配置状況に関する情報の可視化
○地域の医療ニーズを踏まえ、地域ごとの医療機器の配置状況を医療機
   器の種類ごとに指標化し、可視化。

※CT、MRI、PET、放射線治療（リニアック及びガンマナイフ）、マンモグラフィに項目化し
てそれぞれ可視化
※医療機器のニーズが性・年齢ごとに大きな差があることから、地域ごとの人口構成を踏ま
えて指標化。

② 医療機器の配置状況に関する情報提供
○医療機器の配置状況に関する
　指標に加えて、医療機器を有す
　る医療機関についてマッピングに
　関する情報や、共同利用の状況
　等について情報を公表。
※医療機関の経営判断に資するような、
　医療機器の耐用年数や老朽化の状況
　等についても、適切な情報を提供できる
　よう検討。

③ 医療機器の効率的活用のための協議
○医療機器の効率的活用のための協議の場を設置。（地域医療構想調整会議の活用可能）
○医療機器の種類ごとに共同利用の方針について協議を行い、結果を公表。
　※共同利用については、画像診断が必要な患者を、医療機器を有する医療機関に対して患者情報とともに紹介する場合を含む
○共同利用の方針に従い、医療機関が医療機器を購入する場合や、当該機器の共同利用を新たに行う場合には、共同利用に係る計画（以下、「共
   同利用計画」）を作成し、定期的に協議の場において確認。
○協議に当たっては医療機器の効率的な活用という観点だけでなく、　・CT等放射線診断機器における医療被ばく　　・診断の精度　　・有効性　
　等の観点も踏まえ、適切に医療機器が使用されているかについて、検討が必要。

医療機器の効率的な活用のための対応

経緯

調整人口当たり台数　 ＝　
　　　　　　　　　　地域の医療機器の台数

　  　 地域の人口　
 　 　  １０万　

×　　地域の標準化検査率　
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高知県内の公立・公的医療機関の分析結果 令和元年9月26日　
第24回地域医療構想WG資料
　一部抜粋

→　県内で5つの医療機関が再検証の対象となる
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